




























筆者は,2000年12月から翌年にかけて,経 営分析教育についての実態調査 を実施 した。そ
の調査結果 については,日 本経営分析学会第17回春季大会で報告するとともに,す でに三つ
の論文 〔森(2002a),森(2002b)および森(2002c)〕として発表 した。本稿は,そ れに続い
て,同 実態調査の結果を報告 しようとするものである。
本稿は,二 つの課題を有 している。
第一の課題は,教 育方法に関連 して,経 営分析論 という授業科 目における成績評価のさいに
考慮する事項 を取 りあげる。本稿ではこれを成績評価要因と呼び,定 期試験,出 席,報 告,小
テス ト,宿題,レ ポー トの六つ とする。そ して,こ れらを三つの視点,す なわちクラス規模,
経営分析論の担当年数,担 当者の年齢の視点からみて,そ れらと六つの成績評価要因との問に
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どのような関連が存在するのかを明らかにすることにする。クラス規模,経 営分析論の担当年
数および担当者の年齢は成績評価要因に影響 を与 えると考 えられるからである。
第二の課題は,履 修前提科 目制度(courseprerequisities)の導入 を検討するさいの素材 を
提供することを目的 としている。そのために,受 講学生が事前に履修 してお くことが望ましい
と考 えられている授業科目を明らかにする。そのさい,経 営分析論の担当者だけではなく,非
担当者の見解 についても取 りあげ,比 較 してみることにする。また,第 一の課題 と同様 に,ク
ラス規模,経 営分析論の担当年数および担当者の年齢がその認識 に影響を与えている可能性が




が比較的実施 され,その研究 も蓄積されて きている。今後は経営分析 についてもそうした調査,
研究が蓄積 されてい くべ きである。筆者が実施 した今回の調査はその一環 となることを意図 し
ている。
今 回の調査の方法については,別 稿 〔森(2002b),38-39ページ〕において説明 してあるの
で,こ こでは概略を述べ ることにする。 日本経営分析学会の 『会員名簿(第9版)』 に所属大
学名が示 されている242名および2000年10月1日付けで大学 に就職 したことが判明 した1名の
計243名にたい して,調査用紙 を2000年12月に発送 した。その結果,119通が返送されてきた。




わが国の経営分析教育においては,成 績 を評価するさいにどのようなことが考慮 されている
のであろうか。 またそれは,ク ラス規模,担 当者の担当年数や年齢2)とどの ように関連 して













しか しなが ら,「④授業中の発言」は53通中3通,「⑧その他」は2通であったので,本 稿では
表中には示 さないことにする。ゼ ミナールに近い規模の授業でない限り,授業中の発言 を成績
評価要因とすることはほぼ不可能であると推測 される。
(1)クラス規模 との関連において
表1は,定 期試験,出 席,授 業中の報告が成績評価において どの程度考慮 されているかを,
クラス規模の視点から集計 した結果である。
表1定 期試験,出席,報告の考慮程度とクラス規模 単位:名(%)
定 期 試 験 出 席 報 告
○ × ○ × ○ ×
50名以下 6(66.7%)3 6(66.7%)3 0(0.0%) 9
51～100名 16(76.2%)5 14(66.7%)7 7(33.3%)14
101～200名 13(86.7%)2 7(46.7%)8 0(0.0%)15
201名以上 6(100.0%)0 4(66.7%)2 0(0.0%) 6
不 明 2 0 1 1 0 2
合 計 43(81.1%)10 32(60.4%)21 7(13.2%)46
注1)○は当該の内容を成績評価において 「考慮する」,×は 「考慮しない」を意味している。
2)括弧内に示した比率は,当該のクラス規模の担当者のうちでその課題を「考慮する」担当者の割合である。
当然のことながら,定 期試験 は約8割 とい う高い比率を示 してお り,ほ とんどの担当者が成
績評価要因としている。 しか し,こ こで注目されるのは,逆 に言うと成績評価にあたって定期
試験 を考慮 していない担当者が存在 してお り,ク ラス規模が小 さくなるにつれてその比率が高
くなっていることである。た しかに,小 規模 クラスであれば,定 期試験 を実施せずに出席や課
題で評価することが考えられる。定期試験を考慮 していない担当者は,定 期試験 を実施せずに
出席や小 テス トなどで成績 を評価 していると推測 される。それは,こ の表1お よび表2か らも
裏づけられていると思われる。
出席については6割 という多 くの担当者が評価要因としている。 クラス規模には関連がない
と考えられる。ただ,ク ラス規模により出席の確認方法が異なる可能性 は存在する。大規模 ク
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ラスでは,授 業のたびに出席を確認 して出席簿に記録することは不可能であろうから,何回か
に1回確認するということが考 えられる。本調査ではそこまでは取 りあげなかったが,い ずれ
にせよ多 くの担当者が出席 を評価要因 としているのである。
授業時間中に履修者の前で行 う報告がどの程度考慮されているについてであるが,51～100
名の規模のクラスにおいて21名の担当者のうち7名(33.3%)が考慮 しているとい う結果が出
ただけで,他 のクラス規模 では皆無であった。一定の傾向も見 られず,表2に 見 られるように,
宿題や レポー トが課される頻度が高いことから考えて,報 告の考慮度は予想外である3)。
表2に おいては,小 テス ト,宿題,レ ポー トの考慮程度 とクラス規模 とをクロス集計 した結
果が示されている4)。
表2小 テス ト,宿題,レ ポー トの考慮程度 とクラス規模 単位:名(%)
小 テ ス ト 宿 題 レポー ト
○ × ○ × ○ ×
50名以下 5(55.6%)4 5(55.6%)4 5(55.6%)4
51～100名 10(47.E%)11 11(52.4%)10 12(57.1%)9
101～200名 7(46.7%)8 4(26.7%)11 10(66.7%)5
201名以上 0(0.0%) 6 1(16.7%)5 4(66.7%)2
不 明 2 0 0 2 1 1
合 計 24(45。3%) 29 21(39.6%)32 32(60.4%)21
注1)○は当該の内容を成績評価において 「考慮する」,×は 「考慮しない」を意味している。
2)括弧内に示した比率は,当該のクラス規模の担当者のうちでその課題を「考慮する」担当者の割合である。
まず小テス トについてであるが,半 数近 くの担当者が評価要因としてお り,200名以下のク
ラスについてはクラス規模 による相違 はあまり存在 しないと考 えてよいであろう。ただ201名
以上のクラスについては,ま った く実施 されてい ない。手数を考える と当然といえる。逆 に,
101～200名のクラスで もほぼ半数の担当者が小テス トを実施 しているとい うことは,筆 者の
経験から言 えば担当者 に大 きな負担がかかっていると考 えざるをえない。
宿題 については,約4割 の担当者が評価要因としている。 しか し,ク ラス規模によって違い
があ り,クラス規模が大きくなるにつれて宿題を成績に反映させる程度 も低下 してい く。ただ,
100名までのクラス規模 についてはあまり差はなく,100名というクラス規模が宿題 を実施す
るかどうかの分岐点となっていると考えられる。
レポー トについては,小 テス トや宿題 とは異なり,成績評価のさいの考慮度がクラス規模 に
は関係 していない。 しかも,全 体 としては6割とい う担当者が成績評価要因としている。これ
は小テス トや宿題 よりも高い比率であ り,多 くの担当者が レポー トの結果を成績評価に反映さ
せている。本調査では,レ ポー トを 「年間で1～3回程度提出させる報告書や論文のような も
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の」 としているので,そ の重みから考えて当然のことであるともいえる。
以上の結果をみてみると,大規模 クラスにおいては,担 当者の負担が大 きい小 テス トや宿題
はあ まり実施 されず,し たがって評価要因ともされていないとい う状況が明 らかとなる。小テ
ス トと宿題は,全 体としてみると,レ ポー トに比べて評価のさいに考慮 されている程度が低い




担当初期は授業する内容の充実に努め,あ る程度授業内容が確定 してからは,し だいに方法の
充実へと重点が移行 していくことも考 えられる。担当年数が授業方法の違いをもたらし,その
結果として成績評価の要因も担当年数により異なる可能性は否定できない。
表3においては,成 績評価 において定期試験,出 席,報 告を考慮するかどうかを担当年数 と
クロス集計 した結果が示されている。
表3定 期試験,出席,報告の考慮程度と担当年数 単位:名(%)
定 期 試 験 出 席 報 告
○ × ○ × ○ ×
0～4年 10(76.9%)3 6(46.2%)7 2(15.4%)11
5～9年 10(83.3%)2 8(66。7%) 4 1(8.3%)11
10～14年 9(81.8%)2 7(63.6%)4 2(18.2%)9
15年以上 13(81.3%)3 10(62.5%)6 2(12.5%)14
合 計 42(80.8%)10 31(59.6%)21 7(13.5%)45
注1)担当者53通のうち担当年数について無記入のものが1通あったので,52通を集計対象とした。
2)○は当該の内容を成績評価において 「考慮する」,×は 「考慮 しない」 を意味 している。
3)括弧内に示 した比率は,当該のクラス規模の担当者のうちでその課題を 「考慮する」担当者の割合である。
表3か らは,担 当年 数 に よ り違 いが生 じてい るの は出席 につ いて だけで あ る と判 断 され る。
定 期試験 と報告 につい ては,担当年数 に よ り違 いがあ る と判 定す るほ どの差 は ない と思 われる。
しか し,出 席 につ いて は,担 当期 間が0～4年 の担 当者 は,他 の グル ー プに比 べ て出席 を成績
評価 に反映 させ る比 率が若干低 い と判 断 される。
小 テス ト,宿 題,レ ポ ー トの考慮程 度 と担 当年数 との ク ロス集計 の結果 は,表4の 通 りであ
る。
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表4小 テス ト,宿題,レ ポー トの考慮程度と担当年数 単位=名(%)
小 テ ス ト 宿 題 レポー ト
○ × ○ × ○ ×
0～4年 6(46.2%)7 7(53.8%)6 7(53.8%)6
5～9年 3(25.0%)9 3(25.0%)9 6(50.0%)6
10～14年 7(63.6%)4 4(36.4%)7 5(45.5%)6
15年以上 7(43.8%)9 7(43.8%)9 14(87。5%) 2




担当年数が0～4年の担当者は,出 席 を評価要因 とする比率が若干低い。その原因であるが,
この表4をみる と,担 当年数が0～4年 の担 当者は小テス トや宿題 といった担当者の負担の大
きい課題 を課す割合が高い,し たがって出席の代わ りに小テス トや宿題を考慮する担当者が多
いと考え られる。
表4をみて担当年数 により違いがあると判断されるのは,レ ポー トについてだけである。担










'年齢 と成績評価要因との関連 についても取 りあげた
。
表5は,定 期試験,出 席,報 告を成績評価 において考慮する程度 と年齢 とのクロス集計の結
果である。
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表5定 期試験,出席,報告の考慮程度と年齢 単位=名(%)
定 期 試 験 出 席 報 告
○ × ○ × ○ ×
39歳以下 8(88.9%)1 2(22.2%)7 1(11.1%)8
40～49歳 6(75.0%)2 3(37。5%) 5 0(α0%) 8
50～59歳 18(81.8%)4 14(63。6%) 8 4(18.2%)18
60歳以上 10(76.9%)3 12(92.3%)1 2(15.4%)11
合 計 42(80.8%)10 31(59.6%)21 7(13.5%)45
注1)担当者53通のうち年齢について無記入のものが1通あったので,52通を集計対象とした。
2)○は当該の内容を成績評価において 「考慮する」,×は 「考慮 しない」を意味 している。
3)括弧内に示 した比率は,当該のクラス規模の担当者のうちでその課題を 「考慮する」担当者の割合である。
表5をみると,出 席については一定の傾向を見いだす ことがで きる。39歳以下では9名中2
名(22.2%),40～49歳では8名中3名(37.5%),50～59歳では22名中14名(63,6%),60歳
以上では13名中12名(92.3%)と,年齢が高 くなれば出席 を成績評価 に反映させる比率が著
しく高 くなるのである。理由は推測 に頼るしかないが,経 営分析論の担当年数はまちまちであ
って も教員 としての経験は長いであろうから,そ の経験にもとついて,出 席率の高低 と成績の
良否 との結 びつ きについて一定の確信 をもつに至るのではないだろうか。
定期試験 については年齢 による違いは見いだされない。また報告は,成 績評価要因とする比
率自体が低 く,年齢 グループ問の違いの原因も不明である。
表6においては,小 テス ト,宿題,レ ポー トが考慮 される程度 と年齢 とのクロス集計 をした
結果が示 されている。
表6小 テス ト,宿 題,レ ポー トの考慮程度 と担当者の年齢 単位=名(%)
小 テ ス ト 宿 題 レポー ト
○ × ○ × ○ ×
39歳以下 2(22.2%)7 3(33.3%)6 4(44.4%)5
40～49歳 4(50,0%)4 4(50.0%)4 4(50。0%) 4
50-y59歳 13(59.1%)9 12(54。5%) 10 14(63.6%)8
60歳以上 4(30.E%)9 2(15.4%)11 10(76。9%) 3
合 計 23(44.E%)29 21(40。4%) 31 32(61.5%)20
注1)担当者53通のうち年齢について無記入のものが1通あったので,52通を集計対象とした。
2)○は当該の内容を成績評価において 「考慮する」,×は 「考慮 しない」を意味 していう。
3)括弧内に示 した比率は,当該の年齢の担当者のうちでその課題を 「考慮する」担当者の割合である。
小テス トと宿題については,全 体 としては4割以上の担当者が成績評価要因 としているが,
年齢により違いが見 られる。両方ともに,40～49歳および50～59歳の二つのグループでの考
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慮程度が非常 に高 くなっているのである。いずれ も5割以上であ り,小 テス トの50～59歳は
ほぼ6割なのである。教員として中堅の担当者は,小 テス トと宿題を積極的 に活痢 し,それを
成績評価要因としている傾向が強いといえる。
レポー トは全体 としては6割の担当者が成績評価要因としているが,そ の傾向は年齢 ととも
にしだいに高 くなっている。39歳以下の44.4%から60歳以上の76,9%まで一貫 して上昇 して
いるのである。ただ,実 務に従事 していた者が研究業績 を評価 され最近大学で教育をするよう




れる。 これは,当 該科 目を履修するためには別の授業科 目を履修 していなければならないとす
る制度であ り,欧米では一般的である。一定の基礎知識 を前提 とできるならば,授業 をいっそ
う充実 させることができるであろう。経営分析論 についても,会計の他の科 目の履修 を前提 と
で きるならば,重 複を避け,授 業内容の充実 を図ることが可能であろう。 したがって,い ずれ
わが国においても履修前提科 目制度の導入が広範に検討されることになると思わ'れる5)。
そこで,経 営分析論の履修前提科目についての検討素材 を提供するために,経 営分析論を履
修する前に単位 を修得 してお くことが望ましいと考えられている授業科 目について調査 した。
取 りあげた授業科目は,調 査用紙に従 って示すと,簿記論,財 務会計論(会 計学総論,会 計学
原理などを含む),財務諸表論,管 理会計論,原 価計算論,原 価管理論,予 算管理論,会 計情
報 システム論,国 際会計論,財 務管理論(経 営財務論),会計史,そ の他の12科目である。 し
か し,「その他」は数の うえで無視できる6)ので,そ れを除 く11科目について調査結果 を示 し,
分析を試みることにする。
(1)担当者 と非担当者の全体的傾向を見て




4年制大学 短期大学 全 体
簿 記 論 88.9 100.0 90.4
財 務 会 計 論 97.7 85。7 96,1
財 務 諸 表 論 86,0 85.7 86.0
管 理 会 計 論 37。5 50.0 39.1
原 価 計 算 論 58.5 60.0 58.7
原 価 管 理 論 21,6 0.0 19.0
予 算 管 理 論 15.8 16,7 15.9
会 計 情 報 シ ス テ ム 論 15,4 40.0 18.2
国 際 会 計 論 18。9 20.0 19.0
財 務 管 理 論 37.5 66.7 41.3





とりあえず4年制大学 と短期大学とに分 けて集計 してみたが,短 期大学は8通であ り,そ こ
から無回答 を除いたうえでの比率であるか ら,短期大学の比率それ自体についてはあま り意味
がないかもしれない。 しか し,結果 を見るならば,4年制大学の比率 と類似 した傾向を示 して
いる。
表7か らは,担 当者の多 くは,経 営分析論を履修す る前に,簿 記論,財 務会計論,財 務諸表





他 には,原 価計算論が検討の対象 となるであろう。CVP分析や原価差異分析 を考 えるなら
ば,必 要 とされることになろう。さらにもう1科目挙げるとすると,財務管理論である。資金
の調達 ・運用の結果は財務諸表に反映されること,お よび企業評価の問題を取 りあげることを
考えると,隣接学問として財務管理論 を履修 していたほうが好都合か もしれない。
しか しなが ら,あまり多 くの授業科 目を履修前提科 目として指定することは現実的ではない。
したがって,簿 記論,財 務会計論,財 務諸表論の3科目だけを指定することが適当であると思
われる。
経営分析論の担当者の希望か らはこのように判断されるが,経 営分析論担当者は各大学にお
いて通常は1名であ り,履修前提科 目制度 を導入するさいには,他 の会計科目の担当者 との意
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見交換,調 整が行 われることになろう。そこで,非 担当者は,経 営分析論を履修する前 にどの
ような授業科 目を履修 してお くことが望 ましいかも調査 してみた。表8嫉,そ の結果を担当者
のそれ と比較 してみた ものである。
表8事 前履修科目に関する担当者と非担当者の認識の比較 単位=%
担 当 者 非担当者
簿 記 論 90.4 94.4
財 務 会 計 論 96.1 96.0
財 務 諸 表 論 86.0 96.2
管 理 会 計 論 39.1 63,6
原 価 計 算 論 58.7 60.5
原 価 管 理 論 19.0 30.6
予 算 管 理 論 15.9 16.7
会 計 情 報 シ ス テ ム 論 18.2 21.6
国 際 会 計 論 19.0 19.4
財 務 管 理 論 41.3 51.2





この結果を見 ると,簿記論,財 務会計論,財 務諸表論 については,担 当者 と同様に,あ るい
はそれ以上に,非 担当者のほうが事前履修科 目として重視 しているといえる。他の会計科目担
当者のなかに,担 当者 にたいする強力な支援者が存在 しているといえる。非担当者についても
他の科 目は最大で も6割程度であるので,履 修前提科目制度が導入されるときには,簿 記論な
ど3科目を指定することで合意が得 られると考えられる。
他の授業科 目についても,非 担当者のほうが事前履修 を希望する比率が高い。 とくに管理会
計論は著 しく高 くなっている。 なぜこのような結果 になったかについては分からない。
筆者による調査 と同 じような結果が,Koehn&AHallamの調査 によって も得 られている
〔Koehn&AHallam(1999),p.415〕。財務諸表分析の授業を行なっているアメリカとカナダの
44大学のシラバスを分析 し,財 務諸表分析の履修前提科 目として圧倒的に財務会計原理が合
意 をえているとい う。 また管理会計原理と会社財務 も強 く支持されているという。今回の筆者
による調査 においてもは簿記論,財 務会計論,財 務諸表論の比率が高かったが,こ れらは財務
会計原理に相当す ると考 えられる。もっとも,Koehn&AHallamによれば中級会計学 につい
は合意が得 られているわけではないとのことであるので,財 務諸表論の山部 については除かれ
ていると理解すべ きであろう。 また,非 担当者の回答 も考慮するならば,管 理会計論,原 価計
経営分析教育における成績評価要因と事前履修科目 一 71
算論,財 務管理論の比率がそれ らに続いて高 く,これらはKoehn&AHallamの管理会計原理
と会社財務にほぼ相当 していると思われる。
(2)クラス規模 などとの関連において
前節においてみたように,本 調査では成績評価要因をクラス規模,担 当年数,担 当者の年齢
の三つの視点か ら明らかにした。成績評価要因とそれらとの間に関連が存在 している可能性が
あったか らである。事前履修科 目としての希望についてもそれら三つの視点か ら調査 してみ
た。
まず初めに,担 当者が経営分析論の事前履修科目として希望するか どうか とクラス規模 との
関連 についてみてみよう。両者の関連であるが,小 規模 クラスであれば,理 解が不充分な学生
を質問や小テス トによって把握 し,補足的説明をすることが可能になるが,大 規模 クラスでは
困難であろう。関連は薄いかもしれないが,関 連の存在 を否定することはで きない。そこで担
当者の履修前提科 目に関する希望とクラス規模 をクロス集計 した結果が,表9で ある。
表9事 前履修科目に関する希望とクラス規模 単位:%
50名以下 51～100名101～200名201名以上 全 体
簿 記 論 100.0 85.7 93.3 83.3 90.2
財 務 会 計 論 88.9 100.0 93.3 100.0 96.0
財 務 諸 表 論 77.8 90.0 85.7 83.3 85.7
管 理 会 計 論 55.6 .38.9 30.8 40.0 40.0
原 価 計 算 論 44.4 76.5 53.8 50.0 60.0
原 価 管 理 論 25.0 26.7 7.7 20.0 19。5
予 算 管 理 論 12.5 18。8 14.3 20。0 16.3
会計情報 システム論 33.3 18.8 7.7 20.0 18.6
国 際 会 計 論 12.5 26.7 7.7 40.0 19。5
財 務 管 理 論 37.5 47.1 42.9 33.3 42.2




ておくことが望 ましい」 と考えるものの割合である。言い換えるならば,有効回答のうちで 「望ましい」
とする担当者の割合である。なお,無 回答の数は授業科目によって異なる。
表9を み てみる と,や は り一定の傾 向 は見 い だせ ない。 ただ,原 価計算論 につい ては,ク ラ
ス規模 が51～100名のグルー プは他 の三 つの グルー プよ りも著 しく高 い比率 を示 してい る。他
が ほぼ半 数で あるの に対 して四分 の三 を超 えてい るのであ る。もっと もその原 因は不 明で ある。
なお,国 際 会計 論 の201名以上 の ク ラス は4割 と高い が,も と もと6通 しか ない うえにその う
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ちの1通が無回答 であったので,偶 然的要素が大 きいと思われる。
つ ぎに,担 当年数であるが,た とえば授業内容が充実 して くるにつれて特定の授業科 目の事
前履修が望 ましいと考えるようになるかもしれない。あるいは,授 業内容についての学生の理
解不足 を把握で きるようになるかもしれない。担当年数が事前履修科 目に関する希望に影響を
与 えている可能性があるのである。
表10においては,事 前履修科 目に関する希望 と担当年数 とをクロス集計 した結果が示 され
ている。
表10事 前履修科目に関する希望と担当年数 単位=%
0～4年 5～9年 10～14年 15年以上 全 体
簿 記 論 76.9 83.3 100.0 100.0 90.4
財 務 会 計 論 92.3 90.9 100.0 100.0 96。1
財 務 諸 表 論 83.3 83.3 80.0 93.8 86.0
管 理 会 計 論 27.3 25.0 44.4 57.1 39.1
原 価 計 算 論 20.0 50.0 77.8 80.0 58.7
原 価 管 理 論 10,0 8.3 25.0 33.3 19.0
予 算 管 理 論 10.0 0.0 12.5 35.7 15.9
会計情報 システム論 0.0 8.3 44.4 23.1 18.2
国 際 会 計 論 0.0 8.3 42.9 30.8 19.0
財 務 管 理 論 36.4 41.7 55.6 35.7 41.3






表10に よる と,全 体 と して,担 当年数 が多 くな るにつれ て,事 前 に履 修 してお くこ とが望
ま しい と考 え る比率 も高 くなる傾 向が見 られる。 一般 論 で言 えば,授 業内容 が充実 する につ れ
て,経 営分析 論が 多 くの授業 科 目 と関連 してお り,そ れ ら領 域 につ いての知識 を有 してい るこ
とが望 ま しい とい う認識 を もつ ことに至 るの ではないだ ろ うか。
前項 で履修 前提科 目 と しての指定 が考 え られる と した簿記論,財 務 会計論,財 務諸表 論 につ
いて み ると,前 二者 につい ては,担 当年数 とともに しだいに比率が 高 くなってい る。財 務諸表
論 につい て も15年以上の グルー プは他 の グループ よ りも1割 ほ ど高 くな ってい る。 しか し,最
低 の 比率 を示 してい る0～4年 の グル ープの簿記論 で も8割 近 くに達 してお り,担 当年数 によ
り若干 の高低 は あるにせ よ,簿 記 論,財 務会計論,財 務諸表論 の三 つ を履修前提 科 目 とす るこ
とには問題が な い と思 われ る。
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管理会計論 と原価計算論 も傾向が明確である。担当年数が長 くなるにつれて明らかに比率 も
高 くなっている。管理会計論は約3割か ら約6割 にまで倍増 してお り,原価計算論は2割から8
割にと4倍に達 している。設備投資の経済性計算,予 算差異や原価差異の分析,CVP分析 とい
った問題を経営分析論で取 りあげることを考え,事 前に履修 してお くことを期待 しているので
あろう。ただ,原 価管理論,予 算管理論 にまで広げることには抵抗があると推測 される。場合
によっては授業内容が完全に重複 してしまうからである。
財務管理論は,10～14年のグループが他のグループよ りも高い とはいえ,一 貫 して一定以
上の比率を保 っている。資金の調達 ・運用の結果が財務諸表に反映されているわけで,企 業評
価の問題 も考え合わせ ると,財務管理論 を事前に履修 してお くことが望 ましいとする意見には
首肯 しうる面がある。
会計情報システム論 と国際会計論については,10年とい う担当年数が区切 りとなって,顕
著な違いが見 られる。ただ,そ の理由については分からない。
最後に,担 当者の年齢 と事前履修を希望する科 目との関連についてみてい くことにする。年
齢は,実 務に従事するなかで研究 を重ねて大学教員になった り,若手の実務経験者が大学院に
入学 して大学教員になった りする場合 も含め,と りあえずは教育 ・研究の蓄積 とみなすことが
可能であると思われる。また,多 くの担当者は大学院で数年間の研究指導 をうけた後 に大学教
員になってお り,学問上の認識は世代により異なる可能性 も存在する。こうしたことが らが事
前履修科目についての希望 と関連 しているかもしれない。
表11事 前履修科目に関する希望と担当者の年齢 単位:%
39歳以下 40～49歳 50～59歳 60歳以上 全 体
簿 記 論 66.7 100.0 90.9 100.0 90.4
財 務 会 計 論 88.9 100.0 100.0 91.7 96.1
財 務 諸 表 論 66。7 57.1 95.2 100.0 86.0
管 理 会 計 論 25.0 0.0 47.6 60.0 39.1
原 価 計 算 論 25.0 42.9 70.0 72.r 58.7
原 価 管 理 論 0.0 0.0 27.E 33.3 19.0
予 算 管 理 論 0.0 0.0 11.1 45.5 15.9
会計情報 システム論 0.0 14.3 21.1 30.0 18.2
国 際 会 計 論 0.0 16。7 27.F 20.0 19.C
財 務 管 理 論 25.0 12.5 52,6 54.5 41.3
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表11は,事前履修科目に関する希望と担当者の年齢 とをクロス集計 した結果である。
履修前提科目としての指定が考えられる3科目についてみてみよう。一見 して担当年数のよ
うな傾 向は見いだすことがで きない。簿記論 は40～49歳のグループ以上は きわめて高い比率
を示 しているが,39歳以下のグループは三分の二に過 ぎない。財務会計論はすべての年齢 グ
ループにおいて非常に高い比率 を示 している。財務諸表論については50～59歳と60歳以上の
二つのグループはそれ以下の二つのグループよりも著 しく高い。財務会計論 については年齢 を
超 えて事前履修が希望 されているが,簿 記論 は40歳以上のグループ,財 務諸表論 は50歳以上
のグループにおいてとくに顕著 に希望 されている。
管理会計論,原 価計算:論,財務管理論 について も50～59歳と60歳以上の二つのグループは
それより下の二つのグループよ りも比率が非常に高 くなっている。50歳以上の グループにお
いては,管 理会計論と財務管理論 はほぼ5割あるいはそれ以上に達 し,原価計算論にいたって
は7割 にも達 しているのである。表7か ら明 らかなように,簿 記論など3科目に続いて管理会
計論など3科目が事前履修 を希望 されている比率が高いが,そ の原因は,こ の表11から判明 し
たように,50歳以上の担当者が事前履修を希望 しているからである。
予算管理論 については60歳以上の担当者の希望する比率が とくに高い。会計情報 システム
論 については,年 齢 とともにその比率 も高 くなっている。
どの授業科 目を事前 に履修 しておくことを希望するかは,年 齢により異なるといえる。その
なかで も50歳以上のグループが希望する比率の高い授業科 目が多 く,40歳以上のグループや
60歳以上のグループが高い授業科目も存在 している。
5.本調査の要約 と限界
本稿 は,二 つの課題 を有 していた。その第一は,ク ラス規模,経 営分析論の担当年数および
担 当者年齢が成績評価要因に影響を与えると考えられることから,そ れら三つ と定期試験や宿
題 などの成績評価要因との関連を明らかにすることであった。 また第二の課題は,履 修前提科
目制度の導入が将来試み られるさいの検討素材の提供 を目的 として,経 営分析論の事前履修科
目に関する希望を把握するとともに,そ の希望とクラス規模,経 営分析論の担当年数および担
当者の年齢 との関連をみてみることであった。
第一の課題 について要約 してみ よう。全体 としては,定 期試験 は8割,出 席 とレポー トは6
割,小テス トは4.5割,宿題は4割,報告は1割強の担当者が成績評価において考慮 している7)。
クラス規模の視点からは,定 期試験はクラス規模が小 さくなるにつれて成績評価要因とされな
い傾向があること,出席 とレポー トの考慮度はクラスには関係がないこと,小 テス トは200名
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以下,宿 題 は100名以下のクラスでは成績評価要因 とされる傾向があることなどが明らかにさ
れた。担当年数の視点からは,0～4年の担当者は出席 を評価要因とする比率が他 のグループ
よりも若干低 く,15年以上の担当者 はレポー トを評価要因 とする比率が他のグループよりも
非常 に高い。担当者の年齢の視点か らは,出 席 とレポー トについては年齢が高 くなると成績評
価要因とする比率 も高 くなってお り,小 テス トと宿題については40～49歳お よび50～59歳の
二つのグループで高 くなっている。
第二の課題についてみてみよう。経営分析論の担当者の8.5割以上が簿記論,財 務会計論,
財務諸表論 を事前履修 してお くことを希望 している。履修前提科 目制度 を導入するさいには,
この3科目とすることが適当であろう。経営分析の主要な資料が財務諸表であるか ら当然の結
果である。それ ら3科目に続 くものが原価計算論や財務管理論である。非担当者も担当者と類
似の傾向を示 しているが管理会計論をいっそ う重視 している といえる。クラス規模の視点から
は,51～100名のクラス規模の原価計算論が高い比率 を示 している以外 に一定の傾 向は見られ
ない。担当年数の視点からは,担 当年数が長 くなるにつれて各授業科 目について事前履修を希
望する程度が高 くなるという傾向がある。担当者の年齢の視点か らは,財 務会計論は年齢とは
関係な く事前履修が希望 されているが,簿 記論については40～49歳のグループから上の三つ




まず第一に,す でに別稿で述べたように 〔森(2002a),69ページお よび森(2002b),44ペ
ージ〕,担 当者が主 として担当 している経営分析論が開講 されている学部や学科を無視 してい
ることである。返送 されてきたアンケー ト用紙に指摘 されていたように,学 部や学科(科)の
性格を無視 した集計結果の妥当性 については疑問が生 じることになる。ただ,多 くは商学部,
経済学部,経 営学部あるいはそ うした性格の短期大学 において開講されている回答であるよう
に思われる。
第二の限界 として,単 純にクロス集計の結果だけで判断 したことである。本稿では,た とえ
ば成績評価要因 として定期試験の代わ りとして出席や小テス トなどが採用 されていると解釈 し
た り,事前履修科目として管理会計論,原 価計算論,財 務管理論 を希望する比率が高 いのは
50～59歳と60歳以上の二つのグループにおける比率が高いからであると結論づけた。しか し,
こうした類型化はまだ可能なはずである。より洗練された手法を用いることにより単純なクロ
ス集計の分析 を超えた試みがなされるならば,い っそ う興味深い結果が見いだ されるか もしれ
ないのである。
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大学の重要 な評価要因の一つは,充 実 した教育 を提供できるかどうかである8)。したがって
教育方法のあ り方についての議論が必要とされて くることになる。本稿 は,経 営分析教育の充
実のためのそうした議論 にたい して一定の素材 を提供で きたと考えられる。 また,教 育の充実
のためには履修前提科 目制度の導入 も視野に入れてい く必要があり,そ れについては一定の結
論 を見いだす ことができたと思われる。
注
1)日本会計研究学会の 「21世紀の大学像 と会計教育の研究」に関するスタディ ・グループでは,その最終報




2)担 当者の担当年数と年齢 をクロス集計 した結果は,つ ぎの表のとお りである。別稿 〔森(2002b),44ペー
ジ〕において述べたように,担当者の担当年数 と年齢は必ず しも相関していない。
担当年数と年齢の関係 単位 名(%)
担当年数 39歳以下 40～49歳 50～59歳 60歳以上
0～4年 5(55.6%) 3(37.5%) 4(18.2%) 1(7.7%)
5～9年 4(44.4%) 1(12.5%) 4(18.2%) 3(23.1%)










4)筆 者は,別 稿 〔森(2002c)〕において,小 テス ト,宿題,レ ポー トという課題の実施状況について報告 し
ている。その結果は,本稿での成績評価において考慮する程度とは若干異なっている。調査用紙において
は別の質問項目としたために相違が生 じた可能性は否定できないが,実 施 しても成績評価要因とはしない
ということも考えられる。






は,「その他」に回答 したものが3通あった。そのうちの1通には科目名が示 されていなかったが,他 の2
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通 に は 「証 券 市場 論 」 と 「経 営 管 理論,経 営 学総 論 」 が 挙 げ られ て い た。 また 非担 当者 の もの につ いて は,
「そ の他 」 に 回答 した もの が5通 あ っ た。 そ の内 容 は 「経 営 学 」 「経 営 学 総 論 」 「経 営 戦 略 論 」 「ミク ロ経 済
学,情 報 処 理 入 門」 「管 理統 計 」 で あ った。
7)こ れ をKoehn&Hallamの調査 結 果 と比 較 して み よ う 〔Koehn&Hallam(1999),pp.417-418〕。Koehn&
Hallamは,アメ リカ と カナ ダの大 学 か ら送 られ て きた40の シ ラバ ス を調 べ,成 績評 価 の基 礎 と して利 用 す
る ものの 頻 度 を示 してい る(そ れ らの 重 み も示 してい る が,本 稿 で は省 略)。 そ れ に よ る と,40の シ ラバ ス
の うち試 験 が34(40を分 母 とす る と85.0%,以下 同様),(個 人 とチ ー ム に よ る)事 例 研 究 が31(77.5%),
宿 題 が20(50.0%),(学期 全 体 で の)プ ロ ジ ェ ク ト/論 文 が16(40.0%),授業 へ の 出席 が23(57.5%),
口頭 発 表 が16(40.0%),シラバ ス に評 価 の根 拠 を示 して いな い もの が4で あ った 。筆 者 は,こ こで の事 例
研 究 は宿 題 か レポ ー ト,と くに 後 者 に分 類 さ れ る と想 定 して 調査 した 。 また,プ ロ ジ ェ ク ト/論 文 も筆 者
の レポ ー トに含 め る こ とが で きる 。 そ の よ う に考 え る な らば,筆 者 の調 査 の レポ ー トの 比 率 の 高 さ も理 解
で きる。 試 験,宿 題,出 席 も大差 は な い。 た だ,口 頭 発 表 は 筆 者 の調 査 の 「報 告 」 の こ とで あ り,著 しい
違 いが あ る 。(個 人 とチ ー ム に よる)事 例研 究 を独 立 させ て 取 りあ げ,そ れ が非 常 に高 い 比率 を示 してい る
こ と を考 え 合 わせ る と,Koehn&Hallamの調 査 対 象 者 は学 生 の 積極 的姿 勢 を よ り強 く求 め て い る と思 わ れ
る。
8)明 治 大 学 教 職 員 組合 は,す で に1988年に,専 任 教 員 を対 象 に して教 授 法 につ い て の実 態 調 査 を実 施 して い
る 〔明 治 大学 教 職 員 組合(1988)〕。 そ こ に は,18歳 人 口 の激 減 を直 前 に して,「 質 の良 い 教育 を学 生 に提 供
す る こ と」 が大 学 間競 争 で生 き残 っ て い く方 策 の 一 つ で あ る と い う一 種 の危 機 意 識 を窺 う こ とが で き る。
労 働 組 合 レベ ル で も大 学教 育 の あ り方 を考 え ざ る を えな くな っ て きた と い う状 況 が,こ こ に見 られ る ので
あ る。
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